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 近近年年のの行行政政評評価価のの現現状状・・課課題題  

３.１  自自治治体体ににおおけけるる現現状状とと課課題題  

総務省自治行政局「地方公共団体における行政評価の取組状況等に関する調査結果」

（2016 年 10 月１日時点）43について簡単に紹介する。なお、調査は 2017 年度以降行われ

ておらず、過去に全国の自治体に対し行政評価に関する網羅的な調査を行った最新の調査

と考えられる。 

 

(１) 導入率の推移 

都道府県及び施行時特例市以上の規模の市ではほぼ全団体、またその他の市区でも８

割以上の団体で導入されている。一方、町村では、導入団体の割合は増加しているものの、

全体の約４割にとどまっている。 

 

図図表表  ３３--11  行行政政評評価価のの導導入入状状況況（（単単位位：：団団体体数数、、全全自自治治体体がが対対象象））    

 

出所：総務省自治行政局「地方公共団体における行政評価の取組状況等に関する調査結果

（2016 年 10 月１日時点）」44に加筆 

  

 
43 脚注 4 
44 脚注 4 
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なお、行政評価を導入していない団体（689 団体）のうち、約６割の団体が「導入予定あ

り」と回答した。 

他方、過去に行政評価を実施していたが、廃止した自治体は 85 自治体あった。   

 

図図表表  ３３--22  導導入入予予定定ににつついいてて（（単単位位：：団団体体数数、、行行政政評評価価をを導導入入ししてていいなないい団団体体がが対対象象））  

 

出所：総務省自治行政局「地方公共団体における行政評価の取組状況等に関する調査結果

（2016 年 10 月１日時点）」45に加筆 

 

行政評価を導入しない理由としては、「自治体規模が小さく、体制が取れない」（72 団体）、

「評価手法、基準が未確立」（37 団体）等が挙げられている。 

 

図図表表  ３３--33  導導入入ししなないい理理由由（（単単位位：：団団体体数数、、行行政政評評価価をを導導入入ししてていいなないい団団体体がが対対象象））  

 

出所：総務省自治行政局「地方公共団体における行政評価の取組状況等に関する調査結果

（2016 年 10 月１日時点）」（本体）46に加筆 

 
45  脚注 4 
46  https://www.soumu.go.jp/main_content/000529099.pdf（2022 年 11 月 18 日確認） 
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(２) 行政評価を導入したねらい 

行政評価を導入したねらいについては、2016 年度に実施された調査の設問にはないが、

2013 年度に実施された調査の結果がある。これによると、導入当初も現在も「行政運営の

効率化」が最多となっている。そのほか、「職員の意識改革」、「行政活動の成果向上」、「ＰＤ

ＣＡサイクルの確立」、「アカウンタビリティ」が多い。 

 

図図表表  ３３--44  行行政政評評価価をを導導入入ししたたねねららいい（（行行政政評評価価をを導導入入ししてていいるる団団体体がが対対象象））  

 

出所：総務省自治行政局「地方公共団体における行政評価の取組状況等に関する調査結果

（2013 年 10 月１日時点）」47に加筆 

  

 
47 https://www.soumu.go.jp/main_content/000278817.pdf（2022 年 11 月 18 日確認） 
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(３) 評価対象 

ほとんどの団体が「事務事業」を対象とした行政評価を実施している。基礎自治体で比較

すると団体の規模が大きいほど、「施策」、「政策」を対象とした行政評価をあわせて実施し

ている。 

 

図図表表  ３３--55  行行政政評評価価のの対対象象（（行行政政評評価価をを導導入入ししてていいるる団団体体がが対対象象））  

 
出所：総務省自治行政局「地方公共団体における行政評価の取組状況等に関する調査結果

（2016 年 10 月１日時点）」48に加筆 

  

 
48 脚注 4 
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(４) 行政評価結果の活用方法 

行政評価結果の活用方法について、「総合計画等の進行管理」に７5.9%の団体が「活用

している」と回答している。 

 

図図表表  ３３--66  行行政政評評価価結結果果のの活活用用方方法法  

 

出所：総務省自治行政局「地方公共団体における行政評価の取組状況等に関する調査結果

（2016 年 10 月１日時点）」（本体）49に加筆 

  

 
49 脚注 46 
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(５) 行政評価の成果 

行政評価の成果として、78.3%の団体が「成果の観点で施策や事業が検討された」と回

答している。また、「職員の意識改革に寄与した」と回答した団体は68.６%、「事務事業の廃

止、予算削減につながった」と回答した団体は 53.９%となっている。 

 

図図表表  ３３--77  行行政政評評価価のの成成果果（（行行政政評評価価をを導導入入ししてていいるる団団体体がが対対象象））  

 

出所：総務省自治行政局「地方公共団体における行政評価の取組状況等に関する調査結果

（2016 年 10 月１日時点）」50に加筆 

  

 
50  脚注 4 
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(６) 外部の視点の導入による評価の予算要求・財政当局等の予算査定等への反映状況 

「予算要求」に評価結果を「原則反映している」と回答した団体は 25.０%、「参考としてい

る」と回答した団体が67.5%となった。また、「予算査定」に評価結果を「原則反映している」

と回答した団体が 14.４%、「参考としている」と回答した団体が 73.８%となった。 

このため、外部評価の結果については予算要求、予算査定いずれの立場でも参考として

いる事例が多いようである。 

 

図図表表  ３３--88  外外部部評評価価のの予予算算要要求求等等へへのの反反映映状状況況（（行行政政評評価価をを導導入入ししてていいるる団団体体がが対対象象））  

 

出所：総務省自治行政局「地方公共団体における行政評価の取組状況等に関する調査結果

（2016 年 10 月１日時点）」（本体）51に加筆 

  

 
51 脚注 46 
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(７) 行政評価の課題 

行政評価の課題として、79.5％の団体が「行政評価事務の効率化」と回答している。また、

「評価指標の設定」と回答した団体は 78.5%、「予算編成等への活用」と回答した団体は

71.3%となっている。 

  

図図表表  ３３--99  行行政政評評価価のの課課題題（（行行政政評評価価をを導導入入ししてていいるる団団体体がが対対象象））  

 

出所：総務省自治行政局「地方公共団体における行政評価の取組状況等に関する調査結果

（2016 年 10 月１日時点）」52に加筆 

  

 
52 脚注 4 
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３.２  国国ににおおけけるる現現状状とと課課題題  

国においても、2021 年３月に公表された政策評価審議会提言において、「審議会は、政策評

価については、各府省の政策評価の担当者に対し、現在の業務の実情や担当者としての考え方

についてアンケートやヒアリングを行い、そこから行政の評価の現状について、次のような課題認

識を得た」としている。  

① 国民に対する説明のための作業（政策評価書を作成するための作業）が自己目的化し、

実際に行われている政策の立案や見直し・改善のプロセスにおいて活かされるという評価

本来の目的にあった位置付けが軽視される向きもある。 

② 政策の質の改善を目指す新たな取組（2013 年から取組が開始された行政事業レビュー

や 2017 年以降政府で取り組んでいるＥＢＰＭの推進）との関係が整理されず、各府省の

評価担当職員には類似の作業の重複感が募っている。（いわゆる「評価疲れ」） 

③ 2013 年に導入された目標管理型評価は、「施策」を網羅的に対象としつつ、標準的なやり

方で効率的に評価を実施できることから、各府省が幅広く行っている。しかし、あらかじめ

数値目標を定めて施策の進捗管理等を行うことに適した手法ではある反面、無理に目標

や指標を設定する事例、通常は目標による進捗管理があまり意味を持たないような共通

的な制度運用についてまであえて評価をしている事例なども見られる。目標による管理ゆ

えに、施策の根本的な見直しに取り組もうとするとき、十分な情報を提供しにくいという限

界もある。 
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３.３ 有識者ヒアリング調査結果 

文献調査に加えて、行政評価の課題を明らかにするとともに、評価疲れ対策などに関する意見

を聴取するため行政評価を専門とする学識経験者３名にヒアリングを行った。 

 

図表 ３-10 ヒアリング実施先（50 音順、敬称略） 

 

 

有識者ヒアリング調査結果におけるポイントについては、大きく３つに分類することができた。 

 

図表 ３-11 ヒアリング結果のポイント 

実施日 有識者氏名 所属 

京都府立大学公共政策学部教授 

高崎経済大学地域政策学部・大学院地域政策研究科
教授 

明治大学公共政策大学院専任教授 

分類 ポイント 概要 

（１） 行政評価の
目的について 

（２） 評価の質について

2022 年６月 17 日

2022 年６月 27 日

2022 年６月 30 日

窪田 好男

佐藤 徹

西出 順郎

・　組織として評価結果を活用しようという動機付けが少ない、行政評
価の実施目的について「何のために評価を実施するのか」が組織
に十分浸透していない可能性がある。

・　計画当初から、誰に使ってもらうことを意図した評価なのかを特定
し、使ってもらう人に理解してもらい、一緒に評価を行うという
「実用重視」の評価に変えていく必要があるのではないか。

・　目的を明確にし、地域に合った、職員の支持を得た評価を作ること
が重要である。できれば、住民の支持も得られると良い。

・　施策を担当している部署で、事業の計画段階から何を目指すのか
の議論し、指標設定に反映していく必要がある。

・　「この業務にはこの成果指標を設定すべきである」、「それに対する

目標はこれくらいが妥当」という共通認識がない状況では、成果指
標の設定等を上手く行うことは難しい可能性がある。

・　さらに評価すべき施策・事務事業を適切に絞り込むための、職員
のサポートも必要である。

・　職員のサポート方法として、マニュアル、レクチャー、オンデマンド
教材のようなもの、参加型のワークショップ形式といったものがあ
げられる。

・　事業の目的と手段につなげ、よりよい指標を設定するという意味で
はロジックモデルは有用ではあるが、すべての事業がロジックモデ
ルの作成に向くわけではないことに留意が必要である。

・　ロジックモデルの活用を予算査定プロセスの中に位置づけてしまう
と、実際には成果が上がっていないにもかかわらず、成果が上がっ
ているものだけをとりあげる等の形骸化の懸念もある。

・　そこで、ロジックモデルの活用についてはロジカルシンキングを鍛
える上での有用性に着目し、研修の一環で実施したほうが良い。

・　ロジックモデルを使いながら政策的議論を高め、組織風土を変え
ていくというところに目的を持っていくことも考えられる。
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（３） 評価の負担感に
ついて 

・　行政評価を「何のためにやるか」を十分理解できていないと負担感

が大きくなる。作業量があっても、やりがいがあれば、それほど疲

れないのではないか。

・　評価結果とは異なる理由で事業が存続したり廃止になったりする

といったことがあるために徒労感が生じてしまい、そのために作業

量とは異なる部分で負担感が出ている可能性がある。

・　小規模自治体では、一般的にリソースが不足していることがあり、

人口規模よりも職員規模を踏まえてスモールスタートを切ることが

必要。

・　すべてを一気にこなそうとするよりは、まずはスモールスタートを切

り、段々と対象事業を増やしていくことの方が、意味があるのでは

ないか。

・　マンパワーという点では、同じような小規模自治体でチームを組ん

で実施するということも一案である。同じような事業を相互評価す

るのも面白いのではないかと思う。

・　評価対象とするものの数を絞ること、実用重視・参加型の取組とす

ることに活路を見出すべき。
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３.４  本本調調査査ににおおけけるる行行政政評評価価のの課課題題にに関関すするる仮仮説説  

これまでの調査を踏まえ、現状における評価制度の課題について、以下の仮説を設定した。 

 

(１) 行政評価の目的について 

 行政評価の目的の明確化に関する課題 

行政評価黎明期から 20 年以上が経過し、多くの自治体で何のために行政評価を実

施しているのか分からないままある意味「惰性」で実施しているような状況があるのでは

ないか。あるいは、導入当初の目的とは変化があるのではないか。 

 

 目的に即した運用スケジュールに関する課題 

行政評価の目的と、その他の既存制度とが整合したスケジュールとなっていないので

はないか。 

 

(２) 評価の質について 

 評価の質の担保に関する課題 

設定すべき指標や目標そのものについて、職員の理解が十分ではない事例も少なくな

く、結果的に適切でない指標が設定されていることもあるのではないか。  

 

 より効果的な指標の設定に関する課題 

行政機関では民間企業のような「売上」、「利益」のような分かりやすく共通の成果指標

が無いため、個々の業務に対して一つ一つ成果指標を設定し、評価を実施していく必要

がある。他方、既存事業の中には目的が不明確なものが少なくないため、多くの自治体に

おいて、適当な指標や目標を特定できない、設定しにくいという課題があるのではないか。 

 

(３) 評価の負担感について 

 職員の作業負担の軽減に関する課題 

評価の質を上げようとすると作業が煩雑になるが、評価項目や評価書の効率化だけを

目指すと（１）に記したように単なる毎年のルーティン業務となってしまうこともある。 

評価すべき施策・事務事業を適切に絞り、省力化を図る必要があるのではないか。 

 

 職員の徒労感に関する課題 

作成された行政評価結果が予算要求等や、管理職による組織管理や財政部門による

予算査定等にはほとんど使われることがなく、作成する職員の徒労感だけが残ることも多

く、評価疲れの大きな要因となっているのではないか。 

担当課の職員が「よく分からない意味のない仕事をやらされている」感覚が強く、評価

疲れの大きな一因となっているのではないか。 
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なお、有識者ヒアリング調査結果と、本調査における行政評価の課題に関する仮説との対応関

係を以下に示す。 

 

図図表表  ３３--1122  有有識識者者ヒヒアアリリンンググ調調査査結結果果とと本本調調査査ににおおけけるる行行政政評評価価のの課課題題にに関関すするる仮仮説説ととのの  

対対応応関関係係  

 

 

  

有識者ヒアリングでの
ポイント 概要

⾏政評価の目的の明確化に関する課題

目的に即した運用スケジュールに関する
課題

評価の質の担保に関する課題

より効果的な指標の設定に関する課題

• 評価の目的の形骸化
• 当初目的との乖離

• ⾏政評価の目的と、既存制度との重複、不整合

• 職員間、部署間での共通認識の不⾜

• 適切な「成果」を特定しにくい

⾏政評価の目的について

評価の質について

職員の作業負担の軽減に関する課題 • 評価の効率化による作業のルーティン化

評価の負担感について

職員の徒労感に関する課題 • ⾏政評価結果がほとんど使われることが無いことに
よる職員の徒労感

本調査研究における⾏政評価の課題
に関する仮説

図表 ３-12 有識者ヒアリング調査結果と本調査における行政評価の課題に関する仮説との

対応関係

有識者ヒアリングでの
ポイント 概要

行政評価の目的の明確化に関する課題

目的に即した運用スケジュールに関する
課題

評価の質の担保に関する課題

より効果的な指標の設定に関する課題

• 評価の目的の形骸化
• 当初目的との乖離

• 行政評価の目的と、既存制度との重複、不整合

• 職員間、部署間での共通認識の不足

• 適切な「成果」を特定しにくい

行政評価の目的について

評価の質について

職員の作業負担の軽減に関する課題 • 評価の効率化による作業のルーティン化

評価の負担感について

職員の徒労感に関する課題 • 行政評価結果がほとんど使われることが無いことに
よる職員の徒労感

本調査研究における行政評価の課題
に関する仮説

34

第３章．近年の行政評価の現状・課題

第
３
章


	第3章．近年の行政評価の現状・課題
	3.1　自治体における現状と課題
	3.2　国における現状と課題
	3.3　有識者ヒアリング調査結果
	3.4　本調査における行政評価の課題に関する仮設



